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eシール、活用の先に。
エストニアの事例から見る、日本における
eシール活用案
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エストニアにおけるeシールの発行について
eシール発行について

๏完全オンラインで発行申請がシンプルかつ即時に完結 
๏最短2日で発行(Cryptstickの送付などを含む)

商業登記データがオープンになっているため、 
代表者や役員の情報、企業の存在確認がオンラ

インで把握できる

eシールを管理する権限者が商業登記データに記載が
ない人物の場合、電子委任状に、代表者の電子署名を
した電子文書をアップロードする
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エストニアにおけるeシールの活用シーン

eシールなしのPDFまたは
銀行のeシール付きのファイルダウンロード
か選択できる

取引明細

ファイルビューワーで確認すると、eシール
の発行企業の証明書が確認できる

オンラインバンクの取引画面

電子文書の証明書ビューワー

今回の新型コロナウィルスの蔓延によって、地方自治体も積極的・本格的に、行政サービスのオンライン申請の導入または既存の不便かつ利用率の低いシス
テムの見直しを計っている。 

一方で、これまで行政サービスのオンライン申請を本格化するにあたって課題であったオンライン本人確認手段について、参照すべき省令や個別法、ガイド
ラインが複数あり、オンライン本人確認手段としてどこまでが適法として認められるのか解釈が難しく、自治体の現場における行政サービスのオンライン化
検討時のボトルネックとなっている。

エストニアの各金融機関のオンライン口座では、取引明細ごとに、eシール付きのファイルダウンロードを選択することができる。eシール付きがダウンロー
ドされて活用されるシーンとして

๏会社からの給与の振込明細をe-シール付きでダウンロードし収入証明とすることで、他行などでの融資審査資料に活用する 
๏不動産契約などにおける収入証明、残高証明の資料として活用する
などがある。
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データ連携基盤とe-シールで実現する信頼あるデータ連携例

学校

データ連携基盤

eシール

企業B

銀行A

๏企業の在籍証明書への活用 → 金融機関での個人融資申請審査の際の在籍確認連絡がなくなり、金融機関、企業、個人全体にとって無駄な時間が0に。
๏学校における成績証明書や、卒業証明書への活用 → 企業の採用時における経歴やスキルのバックチェックが容易に
๏メーカー企業が真贋証明書にeシールを活用することで、偽造品、偽物の流通を防ぐ

企業や組織が発行する証明書にeシールを活用することで、データ連携基盤上での信頼あるデータ活用が実現する。

・個人融資審査プロセスの短期化
・学生ローンでの在学証明、確認の簡素化
・他行の取引状況や金融資産状況の活用

在籍証明書

eシール

・成績証明書
・卒業証明書
・在学証明書

企業A

銀行B

eシール

・残高証明書
・取引明細

民間の資格試験

eシール

合格証明認定書など

・採用時におけるバックチェックの効率化
・経歴詐称などの不正対策、ミスマッチ防止

ECサイト(メーカー)

eシール

真贋証明書

二次流通市場

・偽物、偽造品の流通防止
・安心して購入できる顧客体験
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例.中古車購買の判断

エストニアでは、市民が中古車購買の判断を行う際に、自動車情報（走行距離や所有者の遷移情報、事故履歴など）がデータ連携
基盤から車のナンバーを入力すれば誰でも参照でき、中古車の売買に関する手続きコストが大幅に削減されています。

Usecase：市民×自動車情報　― 中古車購買の判断 ―　

To BeAs Is

車を買いたい人 車の所有者 車を買いたい人 車の所有者

データ連携基盤なし、eシール活用なし データ連携基盤あり

①車の情報問い合わせ

③情報の共有

②情報整理

③売買交渉開始

①車の情報を確認

②売買交渉開始

整備記録簿(整備会社各社)

車の情報欲しい 車の情報欲しい

๏ 事故車両である可能性もある。整備記録簿の改竄の可能性 
๏ 所有者がまたがると整備記録が把握しにくい

๏ 車を買いたい人は、気に入った車を街中で見つけた際に、ナンバ
ープレートを検索すれば車の情報が調べられる 

๏ 車の所有者は情報共有のコストがかからない

さらに、電子契約、電子署名の技術を組み合わせることで、購買意思決定から購買までの全ての 
プロセスをデジタル化

エストニア事例

eシール
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今後のeシールの利活用のために必要な議論・課題

eシール活用の先の付加価値が生み出せる環境
を整える

現状のeシールの発行プロセスの煩雑さ、
面倒さ、アナログな部分をなくす

商業登記データベースのオープン化によって企業の
存在確認をリアルタイムでオンラインで可能にする

権限者管理などの負担減 マイナンバーカードやデジタルIDによる個人認証に
よるアクセスマネジメント

データ連携基盤の整備 
XXXX × YYYYのデータ活用を掛け算で考える

データ提供企業側にとってのeシール活用による信頼
あるデータを提供するメリット、インセンティブモデ

ルを考える必要がある

トラストサービス全体が、事業者にとって守りのソ
リューションと捉えられており、攻めのソリューショ

ンとしての活用の全体像が見えない
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